
 

 

長浜市公募型プロポーザル公告 

 

市有財産を公募型プロポーザル方式により売却するので、次のとおり公告する。 

 

令和７年５月２３日 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

１ 対象物件 

(1) 土地 

所在地 地目(公簿) 面積(公簿) 

長浜市余呉町下余呉字末崎555番1 宅地 16,678.93㎡ 

長浜市余呉町下余呉字粧化667番1 雑種地   1,254㎡ 

合計  17,932.93㎡ 

(2) 予定価格（最低売却価格） 

  50,130,000円 

２ 実施要項等の配布期間及び配布場所 

(1) 配布期間 

令和７年５月２３日（金）から令和７年７月１８日（金）まで 

  午前９時００分から午後４時４５分まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

(2) 配布場所 

  長浜市役所４階 総務部財政課財産活用政策室 

  長浜市ホームページからダウンロードすることもできる。 

３ 参加申込受付期間及び提出場所 

(1) 受付期間 

令和７年５月２３日（金）から令和７年６月２３日（月）まで 

  午前９時００分から午後４時４５分まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

(2) 提出場所 

   長浜市役所４階 総務部財政課財産活用政策室 

４ 応募者の資格 

 次の要件を満たしている日本国内の事業者（法人及び個人事業主）とする。  

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４第１項に規定する者

でないこと。 

（２）法人税、消費税及び地方消費税、都道府県民税並びに市町村税を滞納していな

いこと。 

（３）市における建設工事等又は物品買入等に係る指名に関する規定に基づき、指名

停止の条件に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てをしてい

る者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年



 

 

法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決

定を受けている者を除く。）でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団（以下「暴力団」という。）若しくは同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力 団員」という。）（以下これらを「暴力団等」という。）又は次のいずれかに該

当する者（法人の役員が次のいずれかに該当する場合を含む。）でないこと。 

ア 暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者 

イ 売買物件を暴力団の事務所又はその敷地その他これらに類する目的で使用

しようとする者  

ウ 法人の役員等が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質的に関与

している者  

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を得る目的又は第三者に損害を加え 

る目的で暴力団等を利用している者  

オ 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極 

的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者  

カ 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している者  

キ 暴力団等であることを知りながらこれを不当に利用している者  

（６）暴力団又は暴力団員若しくは前記（５）のアからキまでのいずれかに該当する

者の依頼を受けて応募しようとする者でないこと。 

（７）暴力団又は暴力団員若しくは前記（５）のアからキまでのいずれかに該当する

者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として

使用した者でないこと。 

（８）地方自治法第２３８条の３第１項に規定する公有財産に関する事務に従事する

市の職員でないこと。  

（９）その他、市が特別な理由で不適格と判断する者でないこと。 

５ 共同での応募 

共同事業者として複数の事業者が共同して応募することもできる。この場合は、次の

事項に留意すること。 

（１）共同事業者の名称を設定し、共同事業者の代表となる事業者（以下「代表事業

者」という。）を定めること。優先交渉権者の選定後の協議は代表事業者と行う

ものとする。 

（２）共同事業者を構成するいずれかが、上記３の（１）から（９）の要件を満たし

ていない場合は、応募することができない。 

（３）契約の締結にあたっては、代表事業者を契約の相手方とする。なお、事業候補

者の選定後の協議は代表事業者を中心に行うものとするが、契約に関する責任は

共同事業体を構成する法人すべてが負うものとする。 

（４）同一事業者が複数の共同事業者の構成員を兼ねることはできない。 

６ 実施要項等に対する質問及び回答 

(1) 受付期間 

令和７年５月３０日（金）から令和７年６月１１日（水） 



 

 

受付期間以外の質問には、原則として回答しない。 

(2) 提出方法 

質問書（様式第９号）を電子メールにより提出すること。 

電子メール送信後に提出先へ電話で受信確認すること。 

質問書以外の方法（口頭、電話、ＦＡＸ等）による質問は受付けない。 

(3) 提出先 

長浜市総務部財政課財産活用政策室 

E-mail zaikatsu@city.nagahama.lg.jp 

(4) 回答方法 

長浜市ホームページに掲載する。（令和７年６月１８日（水）予定） 

７ 現地見学 

  現地見学は開催しない。申込にあたっては、現地を十分に確認のうえ、申込すること。 

８ 資料閲覧 

(1) 閲覧期間 

令和７年５月２３日（金）から 令和７年７月１８日（金）まで 

午前９時から午後４時４５分まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

(2) 閲覧方法 

閲覧を希望する場合は希望する日の３日前（土曜日、日曜日、祝日を除く。）までに

長浜市総務部財政課財産活用政策室へ電話で連絡し、日程を調整すること。 

９ その他 

この公告に記載する事項以外の条件等については、旧余呉小学校等跡地利活用事業プ

ロポーザル実施要項のとおりとする。 

１０ 問い合わせ先 

  長浜市総務部財政課財産活用政策室（長浜市役所 本庁舎４階） 

   〒５２６－８５０１ 滋賀県長浜市八幡東町６３２番地 

電 話 ０７４９－６５－１７１７（直通） 

ＦＡＸ ０７４９－６３－４１１１ 

E-mail zaikatsu@city.nagahama.lg.jp 

 


